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本研究では，大分県豊後大野市における大分大学・大分県立三重総合高校・豊後大野市連携の「大人の

社会見学」事業の成果を通じて，地域公共交通活性化における地域人材育成とコミュニティ形成の関係を

考察したものである．得られた知見は以下の通りである． 

地域公共交通活性化においては，地域住民や自治体職員の意識醸成という観点の人材育成も重要である

が，将来の利用者かつ住民になりうる地元の若者が関与することで，住民意見の聴取や利用体験企画設定

などが容易になり，利用促進の継続につながる効果が期待される．また，地域におけるコミュニティの形

成度合によって利用促進の効果がはっきり分かれる結果になったが，地域住民のコミュニティ形成におけ

る媒介役として，社会実験を通じて地域の若者の機能があることが確認された． 
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1. はじめに 

 

地域公共交通の利用者減少が進む中，事業者や行政で

はなく地域住民あるいは地域のステークホルダー全体が

かかわって（以下「地域主導」とする）地域公共交通の

確保維持改善を進める動きが全国的に進められている．

交通政策基本法では，国民（住民）こそ努力規定になっ

たものの，地域公共交通に関わる全てのステークホルダ

ーに公共交通の確保維持改善の取り組みへの参画を求め

ているほか，地域公共交通活性化再生法（以下活性化再

生法とする）でも各ステークホルダーの参画による公共

交通の確保維持改善が想定されている． 

ただ，ステークホルダーの参画という際，法に指摘さ

れるところの「ステークホルダー」が本当の意味でのス

テークホルダーであるか疑わしいと思われる事案も多く

みられる．例えば，活性化再生法で地域公共交通会議へ

の参画を求めている住民代表についてみると，代表とし

て参画している人の中には日常的には地域公共交通の利

用を行っていない（あるいは行えない）立場にある人が

加わることが少なくない（自治区の代表者など）．その

ため，真に利用している住民の声を伝聞する（場合によ

っては陳情的な形態になる）にとどまり，地域主導の実

現が容易ではないという課題がある． 

地域主導型の地域公共交通についての研究はこれまで

も多くなされている．その視点は，運営主体およびその

運営（マネジメント）に関する問題と，資金確保などの

問題，利用促進に関する問題に注目したもの，という視

点で整理できる． 

一方，まちづくり・過疎地の集落問題や観光の面にお

いては，「地域主導」での取り組み事例が多くあり，そ

れらを取り上げた研究も多い．まちづくり団体によるタ

ウンマネジメント・エリアマネジメントについて扱った

研究や，コミュニティ形成のあり方に関する研究，観光

面では近年はDMOに関する研究が進められている． 

これらの「地域主導」による地域公共交通・まちづく

り・観光などの事例は，いずれも参考になる面も少なく

ない．ただ，それらをどうやって進めていくか，そのた

めにはどのいくのかという点では，十分議論しつくされ

ていない面があると考える． 

本研究では，地域主導の地域公共交通をつくりあげて

いくために，地域住民でもあり将来の地域を担う高校

生・大学生が参画し，とりわけ地域内の高校等教育機関

を巻き込むことで，どのような効果があるのかについて

検証する．これは，モビリティ・マネジメントの分野に

おける教育 MM 的発想を導入して，地域主導により地

域公共交通を確保維持改善できるのかという取り組みの

実践と，その結果の検証を行うものである．具体的には，

大分県豊後大野市において 2014 年から継続実施してい
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る「大人の社会見学」事業を中心とした大学・高校・自

治体・事業者の連携による地域公共交通の利用促進の取

り組みを振り返り，地域主導による地域公共交通の確保

維持改善の可能性と課題について考察する． 

 

 

2.  豊後大野市の公共交通の現状 

 

(1)  交通体系 

豊後大野市は，2005 年に旧大野郡の犬飼・大野・三

重・緒方・朝地の 5町と千歳・清川の 2村が対等合併し

て生まれた．ただ，地域公共交通については，2010 年

までは民間事業者（大野竹田バス・大分バス・臼津交通

の路線）を除けば，旧町村が運行していたそれぞれの路

線・運行形態のまま維持されていた．そのため，地域

（旧町村）によって料金・サービス水準が異なるほか，

もともとの自治体規模からほとんど策が講じられていな

い地域も存在しており，サービスの均質化が課題になっ

ていた．また，交通空白地・不便地も多く存在していた

ほか，民間事業者の路線も存続が厳しく廃止せざるを得

ない路線もあったため，その対策が急務であった．その

ため，2010 年に地域公共交通会議・地域公共交通活性

化協議会での議論を経て，以下のコミュニティバス・乗

合タクシーの全市的な導入と，既存路線バス・JR とい

う公共交通体系が構築された． 

コミュニティバスは，合併前の 7町村中心部（支所ま

たは市役所本庁舎）周辺を拠点として，地域内あるいは

一部地域外（旧緒方町にある市立病院・市庁舎のある旧

三重町）へ 34 路線が運行されている．支所・本庁舎は

各地域の商業・医療施設が集中する場所に立地している

場所が多いが，一部離れている地域については商業・医

療施設の立地するエリアまで運行している．運行便数は

地域・路線により異なっており，週 1日～毎日，1往復

～5 往復程度となっている．一部はスクールバスと一本

化しているが（一般客と混乗），すべて道路運送法 78

条に基づく自家用有償運送の形態をとっており，市が車

両を保有し運行を地元バス会社（大野竹田バス）および

豊後大野市タクシー協会に委託している． 

また，路線バスの廃止地域，コミュニティバスの運行

が困難な地域（道路環境，利用者数など）においては事

前予約制の「あいのりタクシー」という乗合型のタクシ

ーを運行している．午前中中心部向け，午後は集落向け

に 2便ずつ運行されており，週 2回の運行である．こち

らは旧三重町・清川村で 4路線運行されており，タクシ

ー会社のタクシー車両（緑ナンバー）を使用，運行は豊

後大野市タクシー協会に委託されている． 

なお，豊後大野市タクシー協会は，あいのりタクシー

の運行を契機に組織されたもので，市内に営業所・本社

を有するタクシー会社の共同組織体である．組成の背景

として，地域（旧町村）内に複数事業者ある場合，どの

会社に委託するかを自治体が決定することになれば，会

社間の公平性が保てなくなることや，本来のタクシー事

業への影響があった．そのため，協会に委託後の実際の

運行事業者（会社）の決定は協会にゆだねられており，

複数社ある場合は期間を均等に割ってローテーションが

組まれている． 

 この他，大分バス子会社の大野竹田バスが合併前 7町

村に路線を有する他，JR 九州バスの廃止代替路線（JR

臼杵駅～JR 三重町駅）を臼津交通（大分バス子会社）

と共同運行，大分市と竹田市を結ぶ路線を大分バス本体

が運行している．鉄道網は犬飼・三重・清川・緒方・朝

地の各旧町村中心部に JR九州豊肥本線の駅がある． 

 

(2)  地域公共交通の協議体制について 

道路運送法に基づく地域公共交通会議と，活性化再生

法に基づく地域公共交通活性化協議会が同時開催（両会

議体のいずれかに入る構成員全てで構成）されており，

路線バス・コミュニティバス・乗合タクシーなど全モー

ドに関する協議が年 4回程度開催されている．また，こ

れらの会議体の下部組織として，コミュニティバス運営

協議会が旧 7町村部の自治会代表すべて，PTA代表など

より末端の利用者に近い構成員で組織されている．コミ

ュニティバス運営協議会は，特に路線の改廃やダイヤ変

更に関して利用者サイド・地域サイドから検討する役目

を担っているほか，地域と行政との橋渡し役として機能

している．この協議会の会長が地域公共交通会議・地域

公共交通活性化協議会の構成員を兼ねることから，末端

利用者の声を上げやすくする仕組みになっているほか，

上部会議体の議論の経緯や意向を伝えやすくなっている

ことも協議体制の特徴である． 

地域公共交通会議・地域公共交通活性化協議会・コミ

ュニティバス運営協議会という協議組織の他に，住民主

導での利用促進や公共交通の維持を目指し，利用の多い

地域に対してのインセンティブ制度を導入している．ひ

とつはトリガー制度である．これは，コミュニティバス

の全路線を対象に，路線ごとの利用者数及び運行経費

（利用者数あたり）を計算しており，とりわけ後者の運

行経費について，市の平均値よりも高額な運行経費とな

る路線については，利用者数の推移等もみつつ，半年程

度の経過期間の後改善がみられない場合は運行水準やサ

ービス提供形態の見直し（減便，廃止，バスから乗合タ

クシーへの転換）も含め地域と協議することになってい

る．また利用の多い地域については，運行経費もみなが

ら増便も可能な仕組みとなっており，後述のバス停コン

テストで 3年連続 1位の地域（バス停）を有する路線で

は増便が実現している．もうひとつは「バス停コンテス
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ト」の導入である．これは，コミュニティバス乗務員の

乗降記録に基づき，実運行日数あたりの利用者数を全停

留所でカウントし，多いバス停の上位 3位を交通会議内

で表彰するものである．上位 3位のバス停には待合用の

ベンチを贈呈しているほか，市報や市のケーブルテレビ

でも広報されており，地域でバスを支えることでのイン

センティブに繋がっている． 

 

(3) 豊後大野市における地域公共交通の課題 

上記のような協議体の組成，交通空白地の解消，サー

ビス提供水準の均等化，インセンティブ制などを導入し

ているが，豊後大野市の公共交通にも課題は少なくない． 

1 つは，利用者数の動向を見ると，地域間での利用の

偏りが発生していることである．運行開始当初からも存

在していたが，もともと人口の少ない旧 2村では，村の

中心部に目的地となる施設が少ないこともあり，日当た

り 2人を割るような利用状況が各路線で見られている．

また，空白地対策でコミュニティバスを導入した路線・

地域では，空白地解消という地域要望が強く導入したも

のの，それまで公共交通の利用習慣や利用の必要性が無

かったこともあり，新規の利用につながっていない状況

がみられる．また近年では地域の病院が顧客確保のため

に無料の送迎行為を行っている． 

2 つ目は，路線バスとの重複問題である．コミュニテ

ィバスの路線設定にあたっては，既存路線バスとの共存

の観点から，重複を回避して乗継を促すようにした地域

も存在する．ただ，既存路線バスについては，事業者の

要因制約などの問題から，必ずしも利用者の行動パター

ンに合わないダイヤ設定になっているものも少なくない．

また，路線設定における地域要望等の反映，乗換を忌避

する住民の声などに応えたことにより，結果的に路線バ

スと重複して目的地施設がある場所まで路線を伸ばして

いる場合もある．コミュニティバスは一律運賃であるが，

路線バスは従前どおりの対距離運賃であるため，もとも

と少なかった路線バスの乗客がより地域をこまやかに回

るコミュニティバスに転移して，路線バスが廃止されコ

ミュニティバスがカバーするというケースもみられるこ

とになった． 

 3 つ目は，路線設定の経緯に関する問題である．確

かに路線設定に関しては（行政主導の面が無いとは言え

ないが）地域の協議体でも協議のうえ決定したものであ

る．とはいえ，法定協議会に加わる地域住民の代表はご

く少数であり，実際は利用していない人が代表になって

いることは少なくない（この点の解消もあって下部組織

のコミュニティバス運営協議会が蘇生されている）．ま

た，初期の段階でコミュニティバスの路線設定が基本的

に旧町村域内で完結するように構成された経緯があり，

旧町村を越える移動は考慮されていなかった．これは，

特に旧 2村で，域内の商業・医療を守る経緯等から，住

民の要望は隣接する地域（域外）への異動であったにも

関わらず，ニーズに合わない路線設定を余儀なくされた

ものである．また，旧清川村域では，歴史的な経緯から

行動（生活）圏が旧村域でも分かれているにもかかわら

ず，路線がそれに合っていないという問題もあった． 

これらの課題は，その後の見直しで解決が進んでいる

ものもみられるが，とりわけ 1つ目の課題は深刻であっ

た．むやみに効率性だけで廃止を進めることもできない

が，新規利用の増加と利用の定着がないことには財政制

約もあって路線の維持は困難であり，トリガー制度があ

ることからも，こういった課題のある地域・路線をどの

ように改善していくかが課題であった． 

 

 

3.  「大人の社会見学」事業実施の背景と経緯に

ついて 

 

 上述の課題を踏まえ，法定会議・協議会の委員として

参画していた筆者と自治体担当者の間で協議を行った．

その中で，現状行政が行っている利用実態の把握や利用

促進策では，潜在的な利用者の意向が十分に把握できて

いない可能性が指摘された．とりわけ自治体職員が住民

に対して直接意見聴取を行うとなると，要望陳情型の意

見発出が多くなってしまう傾向があることが指摘された． 

 この結果を踏まえて，利害関係が無く（高齢者の多い

地域にとっては）孫の世代でもある大学生（学生）であ

れば，地域住民も利害関係なく意見交換ができ，日常生

活の実態や移動実態，利用促進のあり方などを把握でき

るのではないかと考え，大学と地域が連携した「大人の

社会見学」事業（以下，本事業と略す）の実施に至った．

以下，2016 年度までの事業の実施プロセスと内容につ

いて説明を行う． 

 

(1)  事前調査（0年目） 

本事業の実施 1年前に，豊後大野市内で地域公共交通

の利用が低い地域について同市の地域選定のもと，実態

調査を行ったことが本事業の契機である．当初の実態調

査の目的は，コミュニティバス等の路線があるにもかか

わらず利用につながらない（あるいは逆に利用の多い）

地域の実態把握を，現地踏査と生活実態調査により行う

ことで，当該地域における生活の満足度を見ようという

趣旨であった． 

2013 年度の本調査では，調査対象地域を旧千歳村域

のコミュニティバス運行地区，旧三重町域の乗合タクシ

ー運行地区，そして比較対象のためコミュニティバスの

利用が当時最も多かった旧三重町域の角門地区に選定し，

現地踏査，利用者の個宅訪問による生活の実態調査を実
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施した．実施に当たっては，75 歳以上の単身齢者世帯

を中心に市役所協力のもと訪問先を選定し，外出実態，

生活の豊かさなどを確認した． 

この年の調査結果からは，実は移動そのものへのニー

ズというよりは，むしろコミュニティ形成の度合いを把

握することができた．旧千歳村域での調査からは，買い

物など必要な手助けが必要な時以外は子・孫世代があま

り来ず，交流や外出が最小限になっている実態が把握で

きた．一方，旧三重町域の角門地域では，バス停及びバ

ス車内が地域の住民のコミュニティの場になっているこ

と，バスを中心に外出促進の声掛けが行われていること，

といった，公共交通の整備と利用が地域住民の満足度向

上につながっている実態が把握された．乗合タクシー運

行地域については個宅訪問がかなわなかったが，同乗し

ての簡単な聞き取りからは角門地区と同様の結果が得ら

れている． 

 

(2) フェーズ 1 大学と自治体の連携による事業実施

（1年目） 

(1)における実態調査から，地域外の住民がめったに

来ることのない地方部における学生つまり「よそ者」

「若者」の来訪が，行政が主導で行う調査よりもより多

くの話を引き出せることと，実は来訪自体が「生活にお

ける張り合い」になる可能性が把握された．そこで，よ

り外出を促進するためのインセンティブとして，学生の

援助による公共交通利用での外出支援策を検討すること

になった．それが本事業である． 

第 1フェーズは，筆者の研究室の所属する大学生と自

治体の連携で行うことになった．地域選定に当たっては，

(1)で訪問した旧千歳村域から（コミュニティバスの運

行曜日と実験実施の日程調整の関係で）1 路線を選定し，

同路線の沿線 2地区を対象地域（以下地域①とする）と

した．また，次年度に路線拡大が予定されている旧朝地

町域において，路線の運行前ではあるが利用の可能性を

探るべく，市役所及び支所の協力を得て 1地区を対象地

域（以下地域②とする）に選定した． 

対象地域①と②を各 1日ずつ，2日間に分けて本事業

を実施した．事業の実施内容は，基本的にコミュニティ

バスでの地域内～中心部間往復乗車体験を中心に，中心

部に到着後はイベントと昼食会，近隣商業施設での買い

物支援を行い，帰宅後学生が個宅訪問して生活実態や移

動の実態を聞き取り調査した．具体的には下記の通りで

ある． 

地域①（2014年 9月 30日実施）： 

 コミュニティバス乗車（地域内→豊後大野市役所（旧

三重町域）） 

保健師による健康講話，角門地区利用者によるバス利

用体験の講話 

昼食会（婦人会の協力のもと昼食を参加者と共同調理，

一緒に昼食） 

市役所近隣のスーパーで買い物（学生が援助） 

コミュニティバスで帰宅，協力の得られた方に自宅訪

問して聞き取り調査 

地域②（2014年 10月 1日実施） 

自宅からタクシー相乗りで朝地支所まで送迎（この時

点でバスは運行開始前のため） 

コミュニティバス乗車（朝地支所→豊後大野市民病院

（旧緒方町）） 

市民病院院長より健康講話，病院施設見学 

昼食兼レクレーション（病院横のホール） 

病院近隣のスーパーで買い物（学生が援助） 

コミュニティバスとタクシーで帰宅，協力の得られた

方に自宅訪問して聞き取り調査 

なお，コミュニティバスの乗車については，次回以降自

身で乗車出来るようになるべく，自宅最寄りのバス停に

て乗降を行ってもらい，料金を参加者自身で支払いをし

てもらうことにした．コミュニティバスには学生が 1名

同乗し，料金支払い方法や乗降の援助を行った． 

1年目の本事業は，地域①・地域②ともそれぞれ約 20

名の参加が得られ，新聞社含めマスコミが多く取材する

など盛況であった． 

本事業から得られた成果としては，以下の点が挙げら

れる． 

地域①については，本事業の実施前に路線とダイヤの

見直しが行われ，それまでは旧千歳村の中心部と地域を

結ぶ路線で週 2回運行だったものを，需要の多い旧三重

町域（市中心部）まで路線延伸する代わり，週 1回に運

行曜日を減らした地域であった．にもかかわらず，本事

業の実施月は利用者数がそれ以前の 2倍に増え，現在も

その利用者数のペースを維持している．通常このような

一過性のイベント後は利用者数が定着しづらいと予測し

ていたが，意外な結果となった．その背景として，聞き

取り調査の結果から，本事業により日頃 1人暮らしで自

家用車あるいは送迎利用の参加者が，乗り合ってお出か

けすることの楽しさと可能性を認識したことがある．こ

れは事後的に聞き取りを行った際にもそのような意見が

出ており，定期的に食事会などのイベントを地域で行っ

てコミュニティバスを利用しての外出を続けているとの

ことであった．また，比較的地域コミュニティが強かっ

た地域でも，戸建て住宅で独居になるとつながりが薄れ

る傾向にあったとのことで，今回の本事業が再会のきっ

かけになったとの声もあった． 

 一方地域②は，本事業（イベント）に対する評価は高

かったものの，聞き取り調査の結果からは地域①のよう

な利用の増加には直結しなかった．地域②については本

事業実施時点ではコミュニティバス運行開始前であり，
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今回はその疑似体験ということでタクシー＋コミュニテ

ィバスの乗継実験という形にしたが，公共交通が無かっ

た地域ゆえに自家用車利用や家族による移動・生活支援

が日常的に行われていることが把握でき，より詳細に地

域全体の実態把握が必要であるという課題を残した． 

 

(3)  フェーズ 2 地元高校も巻き込んだ三者連携による

事業の開始（2年目） 

(2)における地域②で，地域の要望により 2015年 10月

1 日からコミュニティバスの運行が開始した．そこで，

地域②において，路線のなかった 1年目と，開設後とで

行動変容（利用促進）の可能性があるのか検証すべく，

2 年目は旧朝地町域を対象とし，スケジュールや地域調

整の関係から 2路線（地区）を対象に本事業を実施した．

実施時期は運行開始後の 11月に 1日で実施した． 

1 年目の課題から，地域内の実態をより細かく把握す

べく，事業実施前（運行開始前）に新規路線開設する全

地区において市役所及び支所協力のもと個宅訪問調査を

行い，日々の異動や買い物等の実態調査を行った． 

また，1 年目は大学生のみで実施したが，大学生は地

域外出身の学生がほとんどであり，研究テーマの自主性

担保という教育面での配慮も考えれば，学生だけで今後

も本事業を継続するには限界もあった．一方で，豊後大

野市内に唯一存在する高等教育機関である大分県立三重

総合高校は，豊後大野市と連携協定を結び，地域課題の

解決を「課題研究」という講義内で実施することを行っ

てきた．同高校は実業系の高校で学生は比較的地域内

（市内および隣接）の住民であったこと，同高校と筆者

の所属大学の連携協定もあったことから，研究や事業推

進能力の面では比較優位にある大学生と，地元理解があ

り教育的ニーズとしても合致する地元高校生の相乗効果

が見込めると考え，自治体担当者と同高校担当教員の個

人的な縁もあって，高校生・大学生・自治体の三者連携

を行うことになった． 

事業の実施内容は，基本的に 1年目と同じで，コミュ

ニティバスでの地域内～中心部間往復乗車体験を中心に，

中心部に到着後はイベントと昼食会，近隣商業施設での

買い物支援を行い，帰宅後学生が個宅訪問して生活実態

や移動の実態を聞き取り調査した．具体的には下記の通

りである． 

コミュニティバス乗車（地域内→道の駅あさじ（乗

換）→市民病院（旧緒方町域）） 

 ＊道の駅あさじ→市民病院間でクイズ実施（バス停

掲示の文字をメモして作文） 

市職員によるバス利用の講話 

レクリエーション（学生考案によるゲーム・簡単な運

動） 

昼食会 

近隣のスーパーで買い物（学生が援助） 

コミュニティバスで帰宅，協力の得られた方に自宅訪

問して聞き取り調査 

2 年目の本事業は，約 30 名の参加が得られ，新聞社含

めマスコミの取材も受けている． 

本事業から得られた成果としては，以下の点が挙げら

れる． 

まず，事後の聞き取り調査から，コミュニティバス運

行に関する関心と，利用の必要性に関する意識は高くな

ったことが把握できた．イベントに関する評価は高く，

楽しみにされていたこと，小旅行のような気分であった

との感想も得られている．当日コミュニティバス運営協

議会会長であり地域公共交通会議委員である自治会長が

参加して呼びかけたことが大きいと思われる． 

次に，利用環境改善において地域環境の影響が大きく，

現時点では利用促進に関する効果を得るのは（少なくと

も短期的には）難しいということである．事前の調査か

ら得られた結果として，運行地域の一部で，コミュニテ

ィの形成や自治会活動がスムーズにいかない地域があり，

地域内の住民であっても相乗りに抵抗があるという意見

が少なからずみられた．とりわけ，男性単身世帯へのヒ

アリングでは，自治会役員も同じ人の繰り返しになって

しまい，過去の仕事上のつながり等々から，他人の世話

になることや一緒に活動することを忌避する意向がみら

れ，仮に運転出来なくなったとしても相乗りをすること

は好まないという意向がみられた．また，市の広報や回

覧板の回付も成立しない地域もみられ，地区内のもっと

も通行頻度の高い道路の一角に専用のボックスをおいて，

広報はそこから受け取り，回覧事項はその場で見て帰る

という習慣のある地域も存在した．こういった地域では，

他人とのコミュニティ形成に支障があるため，相乗り型

の交通にはなじまず，地域自体の持続可能性も含め懸念

がある．さらに，コミュニティが強い地域であっても，

家族が同居しているため買い物等で外出する必要がない

ケースや，病院送迎も含め身内の支援があるという実態

もみられ，そもそもコミュニティバスのような有料かつ

相乗りで曜日制約のある移動の必然性を感じていないと

いう回答も少なからずみられた． 

今回本事業を行った地域では，地域内に路線を張り巡

らせる路線新設の代償として，運行日数を週 2回から 1

回に減らしたため，全く運行していない地域にとっては

増便でもすでに運行されていた一部の地域には減便とな

った．本事業後の利用者数を確認すると，事業実施月に

おいて本事業参加者が含まれる分の考慮をしても，利用

者は減りはしなかったが増えてもなく，1 年目ほどの効

果が得られたとはいいがたい結果となった． 

高校生に参画してもらったことの教育的効果は高校側

にとっては大きかったようで，大学生も地域把握の面や
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イベント実施の面で作業分担等ができ非常に効率的であ

った．事後的にではあるが，大学と高校の連携という面

でも教育委員等から高い評価を頂いた．ただ，事業の性

格上大学生が主導，高校生が追従の形態にならざるを得

ない側面が少なからずみられ，高校生が主体的に参画す

るという面では課題も残した． 

 

(4)  フェーズ 3 高校生の主体性追求と乗り合いタクシ

ー利用促進（3年目） 

 高校生と大学生の連携について，高校生により主体的

に参画してもらう必然性があることから，大学生側で立

案する事業計画を工夫して，さらに 1年継続して高校・

大学連携で事業を実施することになった． 

3 年目は，市役所との協議の結果，事業の実施地域を

旧清川村域に決定した．同地域は，村内の中心部に JR

駅が存在し，隣接の旧三重町・旧緒方町へは路線バスが

運行しているものの，旧村域内は通学需要対応のスクー

ルバス（コミュニティバスとして一般客も混乗可能）を

除いて，事前予約型のあいのりタクシー（乗合タクシ

ー）でカバーしている．あいのりタクシーの運行エリア

にはもともとコミュニティバスが運行されていたが，利

用者がほとんどなく，トリガー制度による判定と地域合

意のもと乗合タクシーに転換した．その乗合タクシーも

利用者数が伸び悩んでおり，コミュニティバス時代の利

用者数よりも減少していることから，その要因把握と利

用の可能性を探るべく対象としたものである． 

事業の実施内容は，基本的に 1年目・2年目と同じで

あるが，村内の全域から参加者を募るべく，本事業実施

日が本来運行していない曜日に該当する地域については

臨時便を運行することで対応した（関係省庁へは申請済

み）．また，乗合タクシーの運行区域が旧清川村域に限

られ，同村域には商業施設・医療施設がほぼ皆無のため，

タクシーからコミュニティバスに乗り継いで商業施設の

ある隣接町域（旧緒方町）まで移動することも実験とし

て行っている．具体的には下記の通りである． 

前日に自宅からあいのりタクシー予約センターへ電話

予約（手順は市から事前説明） 

自宅からあいのりタクシーで道の駅清川まで移動（乗

り継ぎ，トイレ休憩） 

コミュニティバス乗車（道の駅清川→緒方支所（旧緒

方町域）） 

保健師によるバス利用・おでかけの健康講話 

支所近隣のスーパーで買い物（学生が援助） 

コミュニティバス乗車（緒方支所（旧緒方町域）→道

の駅清川） 

道の駅横の会館で昼食・レクリエーション（学生考案

によるゲーム・簡単な運動） 

あいのりタクシーで帰宅，協力の得られた方に自宅訪

問して聞き取り調査 

3 年目の本事業は，タクシー利用が約 10 名，昼食会と

レクレーションのみの参加が約 20名であった． 

本事業から得られた成果としては，以下の点が挙げら

れる． 

まず，イベント参加者の本事業に対する評価は高いも

のの，本来参加してほしい層（移動手段を持っていない

人，高齢者のみの夫婦あるいは単身世帯など）が参加し

ていなかったということである．参加者および協力の得

られた近隣住民からのヒアリングから，この地域の住民

には，自身の身内に世話になる（依存する）ことは抵抗

がないものの他人の世話になりたくないという特性が得

られた．参加者の中には「世話をしている」子世代がい

たので確認したところ，子世代の本音としては自身も高

齢者になるためいつまで続けられるのかに対して不安が

あるとのことであった．そのため，コミュニティ活動等

への参画を呼び掛けたり，参加の支援を申し出たりはす

るものの，たとえば地区の行事であっても送迎やお世話

されてまで地域行事には出ないという現状がみられると

のことであった．そして，付き合いがなくなるのは地域

を出て施設への入居や入院，家族との同居を迫られる時

期であり，そういったサイクルにより人口減少に歯止め

がかからないとのことであった． 

 次に，公共交通サービスというものが地域に適合して

いない現実である．コミュニティバスやあいのりタクシ

ーの導入以前から公共交通を利用する習慣が無い地域で

あり，こういった公共交通の情報が入っても関心を持た

ない，あるいは利用してこなかったという地域状況が，

事後の感想から確認できた．また，こういった地域状況

や前述のコミュニティの状況から，相乗りの習慣になじ

んでおらず，各種の送迎サービスや施設の買い物支援な

どの（代わりになる）手段があるため，利用の必然性に

乏しい現状も垣間見られた．さらに，公共交通と生活圏

の不一致も指摘された．前述の通り，旧清川村域におい

ては，商業施設は道の駅に併設された小規模な A コー

プのみ，医療機関は診療所が 1か所あるだけであり，生

活の多くを隣接の旧三重町・旧緒方町域に依存せざるを

得ない．当時の地元の反対でコミュニティバス・あいの

りタクシーとも村外への路線を引かなかった経緯があり，

こういった需要にこたえるには村の中心部で JR ないし

バスへの乗り換えを余儀なくされるが，民間の路線バス

（市民病院～清川～三重町）は日に 2往復しかなく，コ

ミュニティバスとして清川駅から緒方（市民病院）の運

行を行って補完しているものの，三重方向には存在しな

い．また，過去の経緯から旧清川村の行動圏（生活圏）

が旧三重町域と旧緒方町域に二分しており，一本化が困

難であるという経緯も存在する． 

 利用者数について，本事業実施の翌月で利用者数が増

第 55 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 7 

加しているという傾向はみられなかった．今後推移を確

認していく必要があるが，3 年間行った本事業の対象地

域の中では最も厳しい結果となることが予想される． 

 

 

4.  「大人の社会見学」事業の成果と課題 

 

以上の通り，各年次で対象地域が異なり，それぞれの

地域特性等々から利用促進効果についてははっきり分か

れる結果となった．ここでは，本事業を 3年間行った総

括を通じて，本事業の成果と課題を整理したい． 

 

(1) 高校と大学の連携に関する課題 

本事業は，2 年目から高校生と大学生の連携で行った．

地域課題の解決にあたって，「よそ者」「若者」の効果

が大きいとされるが，「よそ者」は地域に定着すること

が難しく人材が枯渇する懸念があるうえ，事業の継続性

参画をやめた時点で効果がなくなる可能性があった．そ

こで，「よそ者」ではない，地域に定着している「若

者」が本事業を回せるようになり，いずれは高校生以外

の地域住民も巻き込んで地域主導で回せるよう，初期の

段階だけは大学生が支援しつつも，徐々に関与度を下げ

ていくことが，連携の目的であった． 

しかし，カリキュラムの都合もあり，参加した高校生

は全て 3年生であった．また，後に分かった話として，

公立高校であっても，その高校生は必ずしも市内住民と

は限らないということであった．これらは，事業の連続

性の面では課題であると言えるが，大学より自由度の低

い高校のカリキュラムを変えることは厳しく，長期的に

教育委員会等も巻き込んで取り組むべき課題と言える． 

時間的制約も大きな課題である．本事業は市の予算に

基づいて行っていたため（実際は市からコンサルタント

に業務委託し，本研究室が再受託しているという形態），

状況によっては事業実施の可否が 6月頃までずれ込むこ

とがあり，実施までの期間から逆算すると夏季休暇等の

関係でタイトなスケジュールになることもあった．また，

高校生はカリキュラムの制約で「課題研究」の講義時間

中しか準備等ができないうえ，休暇中は活動できないな

どの問題もあった．結果として大学生が講義の合間で高

校に出向くことになり（逆は担当教員の出講しかでき

ず），出向くコストと時間の負担も課題であった． 

更に，専門的な知識やプロジェクトの遂行能力などの

面で，大学生が主，高校生が従，の関係になりやすいこ

とは大きな課題であった．連携 2年目は高校生の作業分

担比率を増やしたほか，高校生が考えるメニューを増や

すなどの工夫を凝らしたが，高校生が大学生のように 1

から全部考えて，ということはなかなかできなかった．

その背景には，本事業で扱う内容が行政・政策課題の解

決になっているためある程度の予備知識が必要とされそ

のレベルを高校生に求めにくいこと，こういった事業を

やることで何に生きるのかを示しきれないこと，が挙げ

られる． 

 

(2) 実験総括 

事前調査も含めて 4年間豊後大野市の各地域に入って

調査，事業を行った結果として，地域公共交通の利用環

境がコミュニティの形成度合いや家族等への依存関係に

かなり左右されることが確認された． 

3 年間の本事業（イベント）実施で，「よそ者」「若

者」がめったに来ない地域に入り込んで調査なりイベン

トを行うことが，地域にとっての生活のメリハリ付けや

活力となることは確認できた．実施地域の中には，この

ようなイベントをまたやってほしい，やれば参加したい，

とう以降はかなり強くみられた．ただ，イベントは所詮

一過性のものであり，イベントではなく継続性のある

「お出かけ」に繋がらなければ，あるいは「お出かけ」

の実践にならなければ効果があったとは言えないと考え

る．今回の本事業は，バスに乗るところから含めて「お

出かけを楽しい」と思わせる誘因づくりに腐心したが，

今後は地域主導でそのような仕掛けを行う体制になって

いくことが必要であると考える．その意味で，本事業 1

年目の地域①はそれができているが，他の地域はそれが

できなかったことは課題であると言える． 

また，「よそ者」「若者」がめったに来ない地域に入

り込んで調査等で個宅訪問やヒアリングを行った際，そ

れ自体が生活の張り合いになり，また生活実態把握など

「本音」を聞く面で有益であったことは本事業の効果で

あったと言える．本事業の実施前に自治体と協議したと

ころでは，行政職員が聞き取りを行えば，どうしても要

望陳情が先になってしまい，あるいは抵抗を示すケース

は少なくないとのことである． 

最後に，今回 4 町村域の約 10 地区ほどで聞き取りを

行ったが，地域・地域によって実は生活習慣・コミュニ

ティの形成度合いが異なっていることに対して，移動手

段の確保という面でも考慮が必要であるということであ

る．今回の調査ないし事業実施地域の中には，日々の生

活習慣・コミュニティの形成度合にかなり差がみられ，

「お出かけ」の内容・目的によっては，公共交通を使う

必要性がないと判断している地域が少なからずみられた．

とりわけ，家族依存・独立性の高い人が多い地域に，い

くら交通不便であるからと言って相乗り型で日時制約の

かかる公共交通の利用を促すことは困難であることが，

いくつかの地区のヒアリングから確認できた．行政主導

でサービス提供するのではなく，むしろ地域合意・地域

主導を促して移動手段の必要性を選択してもらうことも

必要ではないかと考える．豊後大野市では，バス停コン
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テストやトリガー制度における利用者数・収支の公開の

ように，地域内で競争環境を築いて利用促進を促すとい

う方法も導入されているが，他地域の努力に発奮して利

用促進が進むところもある一方で，それは関係ないとし

て流されることも十分考えられる．これらの制度が，

「効率の悪いところを切る」方に目標設定されるように

なれば，豊後大野市のように利害関係の異なる複数町村

の合併を行った市町村では地域間反発が大きくなること

にもなりかねず，慎重な検討が必要である． 

 

 

5. まとめにかえて 

 

以上，豊後大野市における「大人の社会見学」事業の

経過を振り返り，地域公共交通活性化における地域人材

育成とコミュニティ形成のそれぞれのあり方について考

察した． 

本事業を通じて，地域公共交通活性化における地域人

材育成には，自治体職員だけではなく，地域住民を巻き

込むための「よそ者」「若者」の力を借りることの有効

性を確認できた．その上で，大学のような高等教育機関

が知見を地域に供与して，高校等にいる地域の若者が主

導的に地域公共交通活性化にかかわっていく体制を構築

することは，教育 MM 的発想からも重要であることが

確認できた．但し，これまでの本事業において高校生が

参画したのはいまだ 2回であり，しかも 3年生の参画で

あったことから事業の引継ぎが（指導の先生を通じてで

しか）できない体制になってしまったことは課題である

といえる．また，まだ高校生が主導できるレベルには至

っておらず，今後の事業計画形成においても課題がある

と言える． 

一方で，地域公共交通活性化におけるコミュニティ形

成との関係を考えると，将来の市場構造を考えたときに

は地域公共交通の利用者は現在の高齢者のみならず将来

の高齢者も含まれることから，将来の高齢者・地域住民

になりうる地域の「若者」を媒介に，今回のようなイベ

ントによる「良い思い出」を通じて，地域公共交通を使

ったコミュニティ形成を行える可能性は，一部の地域で

はあるが十分にあると考える．例えば，今回学生による

個宅訪問の聞き取りを行ったが，これは調査としては手

間のかかる手法である．しかし， これを行政が行えば

陳情になってしまい，紙媒体による調査では誰が答えて

いるかわからないことや回収率が落ちることが懸念され

る．今回「よそ者」「若者」である大学生や高校生がこ

のような調査を行ったことは，どの地域でも（めったに

来ない若者ということもあってか）極めて効果的であり，

中には最初の対応で病気により大変しんどそうな表情を

見せていた方が終了後には笑顔で送り出すような光景も

見られている．このようにコミュニティ形成における地

元住民・行政では難しいハレーション等の緩和効果に，

本事業は有効であったことも確認できた．さらに，本事

業のような「良い思い出」を記録に残していくことで，

地域の意欲向上につながった例が，利用者数の増加した

旧千歳村域である．意欲向上という面では，既に導入さ

れているトリガー制度や，その実効性を高めるためバス

停コンテスト（利用者数ランキング）実施もあるが，ど

ちらも外生的なものであり，持続可能性の意味では課題

も少なくない．地域の内発性を促す本事業のような取り

組みが，地域公共交通の活性化と地域コミュニティ活性

化双方につながり，活動の中で学生の教育的効果にもつ

ながっていることが，本事業の大きな成果と言える． 

本事業はまだ数年の取り組みであり，過去行った地域

の効果の再検証，あるいは今後の運営主体や資金確保の

ような現実的問題，観光や街づくりといった「地域主

導」の先進的な分野に学んだ事業の改善などは今後の課

題である． 
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